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○ 本ハンドブックは、随時事例収集等を行い、必要に応じて加筆・修正を図りながら内容を充

実させていきます。 

○ 参考となる取組事例、ご意見、ご要望等がありましたら、神奈川県住宅計画課までご連絡く

ださい。 
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序章 プロローグ 

 

 

地域主体による多世代居住コミュニティの実現に向けて 

 

 

 

 

 

 

神奈川県では、少子高齢化や空き家の発生によって活力が低下している住宅地におい

て、子育て支援・ミスマッチ住宅の住み替え支援などで若者世帯を増やし、併せて、空

き家を活用した多世代の交流拠点整備などで居住コミュニティの創出・再生を図り、子

どもから高齢者までの多世代が互いに支え合い、誰もが生き生きと生活できる「多世代

居住のまちづくり」に取組んでいます。 

これらの多世代居住コミュニティを実現させるには、自治会、町内会、ＮＰＯ法人や

ボランティア団体など多様な主体と連携することはもとより、地域の住民の方々の地域

を良くしていきたいという思いが成功の鍵です。 

 

  

１ 

地域の住民の方々の思いが地域を動かす！ 
 

地域を良くしていきたいという思いを大事に育てていきましょう。 

多世代居住コミュニティの創出・再生イメージ 

空き家を活用した拠点づくり等 

高齢者の活躍の場づくり等 

子育て世帯の支援の場づくり等 

健康団地の地域への波及 

住替え支援 

地域活動支援等 

地域の中間支援団体 

地域住民 

 

 

 

県・市町村 

支援     協働 

県の役割 

・先進的事例の情報提供 

・人材育成とそれに係る

ネットワーク構築等 
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第１章 目的の検討と情報収集 

 

 

目的の明確化 

 

 

 

 

地域におけるコミュニティ活動の活力低下は少子高齢化の進行による担い手不

足、購買層の減少による商店街の衰退、空き家・空き店舗の発生など多様な要因

が連鎖的に関係し、さらなる地域力の低下につながっていきます。 

このような地域課題は、住宅地の形成過程や立地状況により異なり、一律な解

決方法があるものではありません。地域の多様な組織・住民の主体的な参加で、

どのように解決を図っていくのか、考え取り組んでいく必要があります。まずは

目的を明確にして検討の方向性を定めます。 

  

１ 

 多世代居住コミュニティづくりの目的を明確にしましょう 
 

何を検討・議論するのかわかりやすくなります。 
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 地域状況の把握 

 

 まず、その地域の現状や課題や既に取り組まれてきた活動、担い手について情報

収集しましょう。 

 

(1) 地域の現状や各種制度を調べてみる 

 

世帯数や住民の年齢構成など、統計で把握したり、地域での取組みが情報発

信されていないか、調べてみましょう。行政のホームページでは様々な統計資

料が公開されています。WEB サイトなどで検索すると、タウン誌などで取材

された地域の活動が出てくることもあります。 

 

 また、まちづくりや市民活動に対する様々な公的支援制度もあります。市民

活動支援センターや役所のホームページなどで、どのようなものがあるか、調

べてみましょう。 

 

 

 

２ 

多世代居住コミュニティの実現にむけて地域や制度の情報を集めましょう 
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（２）地域内のキーパーソン等の探し方 

 

 

 

 

 

多世代居住コミュニティづくりに取り組むためには、その地域で、様々な役割

を果たしているキーパーソン等と出会い、共に活動していくための信頼関係を結

ぶことが大切です。キーパーソン等には、自治会・町内会等の地縁型、NPO・ボ

ランティア団体等のテーマ型の活動や、行政職員等、多様な人材・組織が考えら

れます。役割の違いだけでなく、それぞれで抱える課題や問題意識も違います。 

まず地域づくりのキーパーソン等の情報収集からはじめます。信頼する個人・

団体へのヒアリング、行政や市民活動支援センターなどの公共施設の職員等に相

談し、どのような人がどのような活動をしているのか、キーパーソン同士の関係

性も含めて地域の状況を把握しましょう。 

あわせて、まだ活動は始めていなくてもコミュニティづくりに意欲的な住民が

いないか、また課題内容によっては、他地域の活動団体や事業者についても、情

報収集しておきましょう。 

○市町村職員もキーパーソン 

多くの参加を得て合意形成し協働していくためには、行政との連携や協働は有

効です。関わりが得られるように、早い段階でアプロ—チしてみましょう。知り

合いの行政職員に相談したり、役所にはまちづくりや地域振興などの部署があり

ますので、まずはそうした窓口で相談してみましょう。 

 

居住コミュニティ政策の取組みは、まだ始まったばかりです。そのため、市町

村によっては、担当する部署が決まっていない場合もあります。ただ、思いを同

じにする行政職員は必ずいますので、様々なアプローチで行政職員に相談するこ

とが重要です。 

  

地域づくりに意欲的なキーパーソンを探し、その活動情報を集めましょう 
 

地域づくり活動をおこなっているキーパーソン等の理解と協力を得るこ

とで、広く住民に働きかける素地ができます。 
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 (３)キーパーソン等へのアプローチ 

 

（1）で情報共有ができたら、キーパーソン等とつながりのある人や組織を通

じて連絡をとる等、相手にあわせた適切な方法でキーパーソン接点をつくりま

しょう。 

キーパーソン等に対して、こちらの意図を一方的に説明するだけでは、取組

みへの理解と協力を得ることは困難です。キーパーソンが係わっている活動に

参加してみるなど、まず相手を理解しようとすることが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 直接キーパーソン等と会って、信頼関係を構築しましょう。 
 

直接に会って話しをしたり、活動に参加することにより、相互理解が 

はかりやすくなります。 

 

活動への参加は、公開された活動で

ない場合、活動メンバーの承諾（理

解）が必要になります。 

キーパーソンは、様々な人

や団体と係わりを持ってい

ます。状況を十分に把握

し、キーパーソンの迷惑と

ならないようつながりまし

ょう。 
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〇まちづくり担い手養成講座 

神奈川県では、住民自らがまちづくりの担い手として活躍するための「学びの

場」として、「まちづくり担い手養成講座」に取り組んでいます。 

住民によるまちづくりの第一線で活躍する方々を講師にお招きして、地域の

様々な資源を活用し、仲間の輪を広げながら、楽しく活動を続けるための考え方

やノウハウを、いろいろなテーマから学べる講座です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひと・まちをつなぐ、居場所づくりのすすめ 
（H30/新川崎タウンカフェ） 

子育て中の親たちによるまちづくりパネルトーク 
（H29/茅ヶ崎市 ふらっとバル茅ヶ崎） 

今、まちづくりについて思うこと 
（R2/横浜市中区 mass×mass 関内フューチャーセンター） 

“想い”を“場”にする 
「場づくり」のすすめ方〈前編〉 

（R1/横浜市中区 mass×mass 関内フューチャーセンター） 

自分のスキルを地域でどう生かす？ ～地域の情報発信・コーディネートの現場から～ 
（R３/オンライン開催） 
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第２章 キーパーソン・団体との意見交換 

 

 

キーパーソン等との意見交換の実施 

 

 

 

 

 

 

 

キーパーソン等とつながるときには、過去に行われてきた取組みに十分に考慮

してつながる必要があります。 

まずは、キーパーソン等の把握している地域の現状や課題、目指したいまち

の姿等について聞き取り、話し合い、その中で問題認識を共有することが出発

点となります。「行政にしてもらう」意識でなく、お互いが協力することで何

が出来るかを一緒に考えていき、多世代居住コミュニティ推進のビジョンを共

有しましょう。 

また、同時にキーパーソン等の人脈を通じて新たなキーパーソン（人材）等の

情報収集も行いましょう。 

＜キーパーソン等との意見交換のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

１ 

考え方の共有 
•地域の課題 

•目指したいまち 

 

 

多世代居住コミュニティ 
推進へのビジョン共有 
•地域住民主体 

多くの住民参加 

 

 

協力体制づくり 
•地域への働きかけ 

方 

 

つながり 
主旨の 

説明  

 

 

キーパーソン等と「地域が主体となる多世代居住コミュニティ」についての

考え方を擦りあわせましょう。 
 

キーパーソンの協働する意欲を高めるには、問題認識の共有を行うことが

重要です。 

新たなキーパーソン等の発掘（ヒアリング） 
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 キーパーソン等との意見交換のテーマ 

 

 

 

 

話し合いのテーマとしては、「高齢者・子育て・障がい者・外国につながる住

民・地域交流・健康づくり・住環境」などの内容が考えられますが、話し合いを

行っていく中で、柔軟にテーマを決めていきましょう。 

＜キーパーソン等との意見交換の主なテーマ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※コーディネーター：調整役、プロデューサー：事業進行役 

  

２ 

キーパーソン等と一緒に話し合うテーマを決め、課題解決の取組み方を考え

ましょう。 
 

地域が主体となる取組みへの第１歩です。 

 

個別テーマの取り組み状況・課題 

（高齢者・子育て、障がい者、外国につながる住

民、地域交流、健康づくり、住環境など） 

キーパーソン等からも話し

合いたいテーマを出しても

らいましよう。 

 

多くの住民が係わる必要性 

（多くの地域住民が係われる環境の整備） 

 

コーディネーター・プロデューサーの必要性 

（自由な話し合いを行うための環境の整備） 

多世代居住コミュニティの推進

には、地域住民が主体となって

進めることが大切です。 
キーパーソン等に多様な住民が

参加できるよう働きかけしても

らいましょう。 

自由な話し合いを行うには、意

見や、方向性等の整理など、話

し合いをリードしたり、発言し

やすい雰囲気をつくり、議論を

深める役割が必要です。まず

は、キーパーソン等の中で探し

てみましょう。 

 

地域外の人材・団体の受け入れ 

（地域内の人材等の把握） 

多くの地域では、コーディネー

ター等を担える人材が不在とな

っています。そこで、地域の人

材等の把握を行うとともに、こ

の時点で人材がいない場合に

は、外部からの専門人材の受け

入れについても、検討しましょ

う。 
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いろいろな立場、いろいろな 
団体が組み合わさることが 
力を生み出します。 
 

 

第３章 地域（住民）への働きかけ方・入り方の共有化 

 

 

 声かけする住民等 

 

多世代居住コミュニティの形成には、多世代がつながり、様々な活動団体等が

連携協働することが重要です。最初の話し合いから様々な住民が参加し、色々な

視点でアイディアや意見を出し合えるようにしましょう。 

また、声かけは行政職員にも行い、関連する制度等の情報提供や、今後の理解

と協力を得ていく素地にしましょう。 

 

１ 

世代や立場の違う住民や様々な活動団体等に声かけを行いましょう。  
 

多世代居住コミュニティの形成には様々な住民等の参加が不可欠です。 

たとえば、高齢福祉がテーマだからと

いって、それに携わっている人のみに

声をかけるのでは意味がありません。

思わぬところから、気づかなかった視

点や新たなアイディアが出てくるもの

です。次世代を担う高校生・大学生か

ら子育て世代、高齢者まで幅広い層の

参加を目指しましょう。 
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＜次世代を担う参加者も集めましょう！＞ 

多くの地域で、活動の担い手自身が高齢化し、次世代の担い手不足が懸念

されています。このため、より多くの次世代を担う参加者も集めましょう。 

 

事例：神奈川県「特命子ども地域アクタープロジェクト」 

県はＮＰＯ及び企業

と協働し「特命子ども

地域アクタープロジェ

クト」に取り組んでい

ます。この事業は、子

どもの社会性を育み、

地域における活動の企

画や運営に、子どもが

意見を言ったり、大人

と一緒に取り組む機会

を増やすことを目的と

して、まちづくりに積

極的に関わろうとする

子どもを「特命子ども

地域アクター」として

養成し、まちづくり現

場へ派遣するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2018 年度特命子ども地域アクター成果発表会ポスター 
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話し合う場のつくり方 

 

(１) 話し合いの進め方  

 

 

 

話し合いでは、参加者が安心して考えや意見を発表でき、自由な発想でやり

たい活動などを話せる雰囲気づくりが必要です。例えばアイディアを出し合う

段階では、小グループに分けて話す、決して否定しないなど、進め方に工夫や

ルールが必要です。 

＜進め方例＞ 

・ほかの人の意見を否定しない！ 

話し合いの場は参加者がお互いの声を聞き、発想を共有し、新たな取組を

生み出す機会です。参加者が萎縮したり、ほかの参加者を気にして言いたい

ことが言えないことのないように、進め方を工夫しましょう。 

・話の内容や考え方を誘導しない！ 

話し合いの主催者は「こうあるべき」を押し付けてはいけません。新たな

取組への可能性が狭まり、参加者の意欲が損なわれます。 

・実現できる・できないに関わらず自由な発想で！ 

一見実現できないようなことでも、活用できる資源の情報が出てきたり、

工夫や連携で、それに近いことができるかもしれません。大事なのは「参加

者が主体的に意見を出すこと、皆で発展させる」ことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

地域の良いところ、地域に欠けて

いるものや課題を知り、それを補

ったり、課題解決したり、さらに

良くするために地域主体で何がで

きるかを話し合いましょう。 

誰もが自由に意見を言える雰囲気をつくりましょう。  
 

安心して自由に発言できるようにするためには、進め方に工夫が必要です。 
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(２) コーディネーター等の役割 

 

 

 

 

 

  住民等のまちづくりに関する認識や活動は様々です。 

話し合いの場をつくり住民間で地域課題を共有して、連携協働による取

組を始めるためには、話し合いを円滑にする「コーディネーター（調整役）

やプロデューサー（事業推進役）」は、重要な役割です。コーディネーター

等は公平中立な立場で話し合いを進める必要があります。そのことをキーパ

ーソン等と共有しましょう。 

また、時にはうまく調整がつかない場合もありますので、話し合いの主催

者、行政職員や地域のキーパーソン、コーディネーター等で、随時意見交換

しておく必要もあります。 

 

※ 神奈川県では２６年度からコーディネーター派遣事業を実施しています。 

（次頁参照） 

 

＜コーディネーター・プロデューサーの役割等＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もが意見を言える場をつくることが大切です。 
 

第三者的なまとめ役がいることで、話し合いがスムーズに進むことがあります。 

コーディネーター 

[役割] [求められる知識・実績] 

＜中立的な立場＞ 

・活動やビジネス化

へのアドバイス 

・連携協働に向けた

調整 

＜中立的な立場＞ 

・まちづくり活動の専門分野 

・ビジネス化へのノウハウ等 

・まちづくり活動の実績 

・地域支援等の実績 

・専門団体等との人脈 連携・協働による

居住コミュニティ

活動の充実 
プロデューサー 

[役割] [求められる知識・実績] 

＜推進する立場＞ 

・調整やコーディネ

ートだけでなく、

目的に向かって、

事業を具体に推進 

＜推進する立場＞ 

・企画力と実行力 

・住民ニーズの把握と分析 

・資金調達 

・人材育成 

・上記を踏まえたまちづくり 
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(3) 話し合いの目標 

 

 

 

 

 

 

集まって自由に意見等を出し合ったままでは、住民主体のまちづくり活動に

展開するのは困難です。多くの住民が力を合わせて行動するには目標やスケジ

ュールが必要です。大きな目標は誰もが暮らしやすい地域づくりですが、その

地域が解決したい具体的な課題やテーマに絞り込み、目標やスケジュールを確

認して進めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業や事業者等も地域の一員で

す。まちが活性化すれば企業・事

業者等にもメリットがあること等

を話しながら、粘り強く参加協力

を働きかけましょう。 

目的やスケジュールを確認しましょう！ 
 

話し合いの場で、目的やスケジュールを確認しておくことで、進むべき方

向や進捗の確認、進め方の見直しができます。 

今は、何をして

いる？ 

話し合いを重ねても、すぐに目に

見える成果はでません。進捗の状

況をこまめに共有し参加者の意欲

が低下しないようにしましょう。どんな意味があ

るの？ 

目標に対して 
今はどの段階？ 
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事例：横浜市磯子区洋光台地区でのアプローチ（H23 年度） 

洋光台地区では「多世代近居の

まちづくり」のケーススタディ地

区として、平成 23 年９月から検

討がスタートしました。ケースス

タディの柱の一つが「様々な主体

が一緒になって活動できる仕組み

の検討」です。検討にあたって、

地元のコミュニティ活動に詳しい

有識者の助言のもと、地元の住民

等が組織する洋光台まちづくり協

議会に声をかけ、神奈川県・横浜

市・磯子区、住宅事業者ＵＲから

なる「洋光台地区ケーススタディ

検討会」が設置されました。 

「洋光台地区ケーススタディ検

討会」では、上記まちづくり協議

会の４つの部会メンバーを交えた

討議のほか、社会福祉協議会や地

域ケアプラザ、団地自治会や商店

会など、地域活動の担い手へ幅広

くヒアリングを行ない、検討会で

の議論と合わせて地域や地域の住

まい方の現状と課題の把握、洋光

台地区での施策の方向性について

整理されました。 

その後、この取組みは平成 24

年５月から住民ワークショップや

空き店舗活用によるコミュニティ

拠点の開設などを包含する「洋光

台エリア会議」に引き継がれてい

ます。 

 

 

 

 

  

多世代近居研究会 
神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市・・・ 

多世代近居ケーススタディ検討会 

まちづくり協議会・県・市・区・UR 都市

機構・有識者による検討会 

洋光台エリア会議 

○まちづくり協議会・県・市・UR 都市

機構・有識者による検討会 

○一般住民も交えた様々なワークショ

ップ 

○コミュニティ拠点「CC ラボ」の開設

など 

助言 

神奈川県 

声がけ 

UR 都市機構 

横浜市 

 

連携 

有識者 

 

地元住民組織 

 

（まちづくり協議会）

（関係部局） 
（団体） 
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